
平成 30 年３⽉ 22 ⽇ 
各 位 

会 社 名 ⽇本ガス株式会社 
（登記上の商号 ⽇本⽡斯株式会社） 

代表者名 代表取締役社⻑ 和⽥ 眞治 
コード番号 8174（東証第⼀部） 
問合せ先 常務取締役/IR・資本戦略部⻑ 柏⾕ 邦彦 

（TEL．03－5308－2116） 

東京電⼒エナジーパートナー株式会社による当社株式取得、および役員受⼊⽅針について 

当社は、この度、東京電⼒エナジーパートナー株式会社（以下「東電 EP」といいます。）による当社
株式取得、および東電 EP が推薦する役員（取締役 1 名）の受⼊⽅針について合意致しましたので、
下記のとおり、お知らせ致します。 

記 

１．東電 EP による当社株式取得、および役員受⼊⽅針の理由・背景 
 当社と東電 EP は、2015 年 10 ⽉の「電⼒・ガスのセット販売に関する業務提携契約」の締結を⽪切
りに、2016 年 5 ⽉には「都市ガス売買に関する基本契約」を締結し、2017 年８⽉には都市ガスプラッ
トフォームを提供する新会社である、東京エナジーアライアンス株式会社の設⽴を⾏うなどして、都市ガ
ス・電⼒の⼩売全⾯⾃由化に向けたエネルギー・プラットフォーム事業を進めるとともに、新たな付加価値
サービスの開発などに共同で取り組んでまいりました。 

その中で、今回、これまで両社間で構築してきた提携関係を更に強化し、深化するとともに、事業展
開の加速を図ることを⽬的として、東電 EP による当社株式取得、および東電 EP が推薦する役員（取
締役１名）の受⼊⽅針について合意致しました。 
 今後は、両社それぞれの強み、機能、および資源を相互に活⽤し合う取組みを促進することにより、両
社において総合エネルギー企業としての企業価値を向上させるとともに、都市ガス・電⼒の販売、およびエ
ネルギー・プラットフォーム事業の拡⼤をこれまで以上に加速させ、関東のエネルギー市場における両社の
シェアを拡⼤し⼜は奪回するとともに、関東以外におけるエネルギー・プラットフォーム事業の早期展開を
⽬指してまいります。 

２．東電 EP による当社株式取得、および役員受⼊⽅針の内容等 
（１）東電 EP が取得する当社株式の数、および当社発⾏済株式総数に対する割合 
 東電 EP は、平成 30 年３⽉ 30 ⽇までに、当社株式 1,460 千株（当社発⾏済株式総数の約
3.01％）を、現在当社株式を保有する複数の⾦融機関から東京証券取引所における⽴会外取引



（ToSTNeT-1）により取得する予定です。 
 但し、株価の上昇により、東電 EP において当該数の株式を取得することが困難となった場合には、別
途、当社および東電 EP が合意した数の株式を取得致します。 
 
（２）役員の受⼊⽅針 
 当社は、東電 EP が推薦する者（1 名）を当社の取締役候補者とする取締役選任議案を適時に株
主総会に付議するとともに、当該候補者が同株主総会において選任されるよう最⼤限努⼒する⽅針に
つき、合意致しました。 
 
３．今後の⾒通し 
 本件が平成30年３⽉期以降2年間における連結業績に与える影響は軽微でありますが、⻑期的に
は、当社の企業価値向上に⼤きく資するものと判断しております。 
 

以上 
 
（参考）東電 EP の概要 
会社名 東京電⼒エナジーパートナー株式会社 

（英訳名：TEPCO Energy Partner, Incorporated） 
本社所在地 東京都港区海岸 1 丁⽬ 11 番 1 号 ニューピア⽵芝ノースタワー 

（商業登記上：東京都千代⽥区内幸町⼀丁⽬ 1 番 3 号） 
代表者 川崎 敏寛 
設⽴年⽉⽇ 平成 27 年 4 ⽉１⽇ 
資本⾦ 10,000 百万円 
主な事業内容 ⼩売電気事業、ガス事業等 

 


